　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　と　き　2010年4月14日(水)                                        　　　　　ところ　民主党本部５階ホール
第４回「新しい公共」づくりをめざした
　市民と民主党の政策形成プロジェクト
13時30分開会
開会のあいさつ
〇櫛渕万里司会者（衆議院議員）　皆さん、こんにちは。きょうはお集まりいただきましてありがとうございます。第４回「『新しい公共』づくりをめざした市民と民主党の政策形成プロジェクト」、きょうはテーマを気候変動、いわゆる地球温暖化問題に絞りまして、これから開催させていただきます。
　本日、司会進行を務めます衆議院議員の櫛渕万里と申します。どうぞよろしくお願い申し上げます。（拍手）
民主党役員あいさつ
〇櫛渕司会者　それでは、きょうの会の開催に当たりまして、このプロジェクトの責任者であります細野豪志企業団体委員長よりごあいさつ申し上げます。

〇細野豪志（民主党企業団体委員長、衆議院議員）　皆さん、こんにちは。きょうもそれぞれお忙しい日程の中を、党本部まで足を運んでいただきましてありがとうございました。
皆さんにご協力いただいて進めてまいりましたこのプロジェクトもきょうで４回目ということで、毎回多くのNPOの皆さん、市民団体の皆さん、公益法人の皆さんからそれぞれの政策の提案をいたただいてまいりました。その中で党と歩調を合わせるように政府の側でもさまざまな取り組みが進んでまいりまして、このところ大きな話題となっているものとしては税制の問題です。これが来年にはかなり前に進みそうな、ほぼ確実な情勢になってまいりました。政府のほうは、そういう市民活動を進める中でのさまざまなインフラづくりに前向きに取り組み、そして党の側はいろいろな皆さんからの政策提案・要望を聞かせていただいて、その中で今の政府に反映できるもの、マニフェストに反映できるもの、さらにはさまざまな法律や予算に反映できるもの、そういったものを見きわめる会にしていきたいと思っております。

皆さんとの活動もこれで４回目になりますので、だいぶ定着してまいりました。きょうは多くの同僚議員も出席させていただいております。皆さんからプレゼンテーションを受けた後は、我々議員のほうからも質問や意見も投げかけさせていただいて、双方向のプロジェクトにしたいと思っておりますので、どうぞご協力をいただけますようにお願い申し上げます。
　きょうは６団体、それぞれ実績のある団体ばかりでございます。時間も限られておりますので、大変恐縮ですが、プレゼンテーションはできるだけ簡潔に、要点を絞ってやっていただいて、その後のディスカッションの時間も確保したいと思います。ご協力をいただけますようにお願い申し上げます。（拍手）

〇櫛渕司会者　細野委員長、ありがとうございました。

あらためまして、私、本日司会を務めさせていただきますが、開催に当たりまして一言私もごあいさつさせてください。
実は、初めての司会なんですが、おそらく私はNGO出身ということで司会の役をやらせていただくことになったのだと思っております。17年間NGOで活動してまいりました。この気候変動の問題は、特にきょうプレゼンテーションしていただくNGOの皆さんが20年来、日本の中でまだまだこの問題が取り上げられていないころから活動してきた問題です。ようやく３月12日に地球温暖化対策基本法案が閣議決定された。まさに政権交代したからこそ、NGOの力をかりてここまで変化を起こせたという大きな流れが背景にあったかと思います。民主党が野党自体から「地球温暖化対策本部」を設置して、そのときからNGOの皆さんに政策提言いただいて、政権交代後、閣議決定という流れがありました。ぜひそうした現場からの声を、きょうは議員の皆さん、秘書の皆さんに聞いていただいて、私もNGO出身の人間としては、世界の現場の声やリアルな政策の評価と国内の政策の比較がまだまだ日本の政策に反映されていない実情があると思っています。ぜひ皆さんからの活発なご意見も聞かせていただきたいと思っております。
　ちなみに、昨年12月のコペンハーゲンのCOP15に政府交渉団として参加されたNGOのメンバーもきょうは来ておりますので、後ほどご紹介させていただきます。
出席国会議員の紹介
〇櫛渕司会者　それでは、プレゼンテーションの前に、出席されている議員の皆さんから一言ずつ自己紹介をいただきたいと思います。

〇谷　博之参議院議員（民主党企業団体委員長代理）　参議院議員の谷博之と申します。民主党の企業団体委員会の委員長代理をさせていただいておりまして、先ほどごあいさつされた細野委員長のもとで、特にNPO・NGOの皆さん方とのさまざまな活動の連携、それを政策なり制度に反映させていく窓口としての役割を果たさせていただいております。きょうは本当に貴重な時間、お集まりいただきましてありがとうございます。ともに頑張りましょう。（拍手）
〇杉浦大悟参議院議員　参議院議員の松浦大悟と申します。気候変動の問題は私も大変関心高く、きょうは参加させていただきました。私自身も勉強させていただきながら頑張ってまいりたいと思いますので、今後ともよろしくお願いいたします。（拍手）
〇山花郁夫衆議院議員　衆議院議員の山花郁夫と申します。今、環境委員会に属しておりますので、きょうお越しの皆様方には日ごろよりいろいろご提案をいただきましてありがとうございます。また政策形成の参考にさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。（拍手）

〇小林千代美衆議院議員　衆議院議員の小林千代美と申します。環境委員会に所属しておりまして、地球温暖化対策基本法案担当の主査となっております。今のところ４月23日に衆議院の委員会での審議入りという予定になっていまして、皆様方からもこの間ご協力いただきましたけれども、さらに50年後、100年後の次の世代の子どもたちが、本当に今つくってよかった、と思う法律にしていくために、しっかりと実のある中身にしていきたいと思います。今後ともよろしくお願いします。（拍手）

〇皆吉稲生衆議院議員　鹿児島４区の衆議院議員、皆吉稲生です。私は総務委員会に所属し、原口総務大臣のもとで「地域主権をどう進めていくか」という観点でいろいろ勉強させていただき、また議論にかかわっている者でございます。「新しい公共」が地域主権の中で大変重要な役割を果たしていくという思いで、地球環境の問題についても勉強させていただきたいと思います。よろしくお願い申し上げます。（拍手）
〇石田三示衆議院議員　衆議院議員の石田三示でございます。「新しい公共」ということで、私自身も十数年間NPO活動を進めてまいりましたので、これから役割が非常に大きいなと自覚している一人でございます。また、環境委員会に所属しておりまして、地球温暖化問題に対してはこれからも一生懸命勉強して頑張っていきたいと思っていますので、よろしくお願いいたします。（拍手）

〇川越孝洋衆議院議員　環境委員の川越です。よろしくお願いします。（拍手）

〇矢崎公二衆議院議員　長野４区選出の衆議院議員の矢崎公二と申します。環境委員会に所属しております。温暖化対策基本法がこれから審議されますが、これによって日本が非常に大きく変わるという期待も持っております。その一方で、「経済の成長の足かせ」というかブレーキになるような見方が経済界を中心にありますが、今回の勉強を通しながら、そういうものを少しでも払拭できればと思っております。よろしくお願いいたします。（拍手）
〇黒岩宇洋衆議院議員　新潟３区選出の衆議院議員の黒岩です。昨年末に発表された鳩山政権の成長戦略、私、国家戦略室のサポートメンバーとして、環境省の担当として書かせていただきました。今後、厳密な意味での25％削減のルートづくりを、環境NPOの皆様のお知恵を拝借しながら実現していきたいと思っております。よろしくお願いいたします。
〇五十嵐文彦衆議院議員　対策委員長の五十嵐文彦でございます。「MAKE the RULE」お勉強会、皆勤賞でございます（笑）。よろしくお願いいたします。（拍手）
気候変動（地球温暖化）～現状と課題・制度提案など
〇櫛渕司会者　ありがとうございました。　

それでは、６団体のNGOの皆さんにきょうはお越しをいただいています。それぞれにプレゼンテーションをお願いしたいと思います。今回閣議決定されました地球温暖化対策基本法案、この一番特徴的なところは、まず三つの経済施策が大きな柱となって盛り込まれた点にあると思っています。きょうそれぞれについてNGO側からの視点をお話しいただくことになると思いますが、最初に、全体像について「気候ネットワーク」代表の浅岡美恵さんよりプレゼンテーションをお願いいたします。
〇浅岡美恵氏（気候ネットワーク代表）　本日はこうした機会を与えていただきましてありがとうございます。私は「気候ネットワーク」というNGOにかかわっておりますが、これはCOP３、京都会議のために日本のNGOが連携してつくりましたNGOを継承しているものでございます。その後十数年にわたりまして、国内の温暖化政策、国際交渉を見てまいりまして、今回政権交代とともに地球温暖化対策基本法案が提出され、これから与野党からの対案も出される中で審議が始まるとお聞きしております。これはとても大きなステップでございまして、2013年以降、2050年を見通した法律案を日本の国内で議論するというのは画期的なことであろうと思います。 ただ、国際的に見ますと、既にドイツ、イギリスなどヨーロッパ、アメリカも含めて法案になっていたり審議されていたりという状況でございますので、日本も急いで策定する必要があるということになっております。

　３点申し上げたいと思うのですが、一つ、概括的に私たちもこうしたプロセスの経験から、気候ネットワークとしての法案の条文までつくって、あるいは取引法案についても法律家団体が協力いたしましてつくって、提案してきたところでございます。また、民主党のこれまでお出しいただいておりました公約等見まして、 若干、私どもが期待したところが反映できていないところがあると申し上げざるを得ないところがございます。大きな一歩ではございますが、今後の審議の中でより高めていただくことを期待したいところであります。その観点で、本日は「新しい公共」という観点からと中期目標のあり方について、非常に大きな要素となると思いますので、私のほうから先に申し上げまして、後、先ほどお話のありました三つの大きな対策の柱その他について、個別にそれぞれからご紹介させていただきたいと思います。　
　「新しい公共」という視点を打ち出していただいたことは、私たちは大変歓迎することですし、ありがたいことであります。法案の33条に「政策形成への民意の反映等」という見出しとともに条項が設けられた点も、大変画期的なことであろうと評価しております。

　しかしながら、私たちの観点で見ますと、利害関係者を掲げることに重きが置かれたのかもしれませんが、「学識経験のある者」に加えまして、「消費生活、労働及び産業の領域を代表する者」、その他一般国民、という形になっておりまして、一般市民の利害あるいは国民の意識、将来世代の立場に立って考えるというNGOの役割がここに明記されないのは大変残念な、寂しい思いがするわけであります。利害調整だけではなくて、高い政治的な施策・方針を出していただく、これが民主党に期待されるところですので、今後さらにご検討いただければと思います。
　また、民意を反映させる仕組みづくりといいますのはとても難しいことですが、この仕組みづくりそのものを議論する場、あるいはその仕組みを具体化する、あるいは個別の政策を実質的に具体化する、そういう議論の場にかなり専門性を備えたNGOも育ってきていますので、参画できるという保障をどこかに入れていくことを期待したいと思います。私たちNGOもそうした期待にこたえられるように研さんを進めてまいるという気持ちを持っていることを申し上げておきたいと思います。
　もう一つ大事な点は、目標であります。目的があり、目標。この点について、先ほど先生方のお話にもありますように、今、世界は排出削減をすることこそ経済を活性化させ、将来世代の経済の基盤を築き、また国民の生活も実質的に心豊かなものにしていくということで挑戦しているわけで、そのあたりが「削減」を所与のものとしていかに経済を回していくのかというところにもう少しウェートを、シンボリックに見せていただくほうが、国民として、あるいは企業者としても「そういう時代なんだ」と伝わるのではないか。かつての調和条項的にとらえられがちな言葉が散見されるように思います。

その流れが少しあるのかもしれませんが、今の法案は、私自身は弁護士ですが、こういう目で見ますと、この法律が制定され施行されたとしても、中期目標25％を掲げていただいていることは非常に重要なことですが、その法律的な効力が当分発揮されそうにない条項になっております。これは10条１項、２項、４項の関係、あるいは附則の１条に明記されておりますので、この点はやはり国内政策を進める上では大きな足かせになろうかと思います。国際交渉上は25％で頑張られるとして、国内でそれが何だかわからないということでは、国内政策は進められないという点で、今後の審議の中で、ここは明確な方向性を国民に示すために確定的な数字をしっかり出していくことの重要性を、私どもとしては強く持っているところであります。
　こうしたことが欠けていると、中期目標が定まらない時期に国内政策の詳細を議論するようになって、またそうするのだと条文の中に書いてある。附則の２条あるいはその他の条項を見ますとそのようにしか読めませんので、これもせっかくの国内対策議論を非常に矮小なものにしてしまいかねない要素であろうかと思います。これらの点はぜひとも審議の中でも皆様智恵を絞っていただきまして、本当にいいスタートになれるような法律として成し遂げていただきますことを期待いたしております。よろしくお願い申し上げます。（拍手）

〇櫛渕司会者　ありがとうございました。浅岡美恵代表から全体像、気候変動の問題について意見をいただきました。
「新しい公共」と環境との絡みで申し上げますと、国際交渉の中でNGOが各国では当たり前に政策提言し、交渉団に入って活躍しています。皆さんもご承知のとおり、国が多様化し複雑化する中で、国と国との交渉ではできないところをNGOが補いながら、政府交渉団の中で政策提言を行っていくような流れ。日本の中でも先日、第一歩を踏み出したわけです。その一人としてCOP15の交渉団に入っていただきました方、次にプレゼンテーションをお願いしたいと思います。WWFジャパン気候変動プログラムリーダーの山岸尚之さんです。特にキャップ＆トレード、国内での排出量取引制度についての問題を取り上げていただきます。
〇山岸尚之氏（WWFジャパン気候変動プログラムリーダー）　WWFジャパンで気候変動プログラムのリーダーをしております。きょうはこういう機会をいただきましてまことにありがとうございます。
きょうは３種類の資料をお配りしてありますが、一つ目が「今後の排出量取引制度議論に当たってのポイント」、これがきょうのメインの資料になります。その次に「原単位方式の問題点」、最後に「脱炭素社会に向けたポリシーミックス提案Ver.2」と書いたもの。きょうは、最後にご紹介した二つについては詳しくはお話をしないのですが、「ポリシーミックス提案というのはまさしく私どもWWFジャパンが研究者にお願いして、日本の中でどういう政策を導入していくことが25％削減につながるのかということを考えさせていだいた提案になっています。こちらもごらんいただけましたら幸いです。きょうの話は「今後の排出量取引制度議論に当たってのポイント」に沿ってお話をさせていただきたいと思います。
　ご紹介がありましたとおり、キャップ＆トレード型の排出量取引制度の導入が法案の中に書き込まれました。うまくいけばこのまま採択がされて法律になっていくわけですが、どんな制度もそうですが、細かい制度設計によってそれが本当に地球温暖化防止に貢献できるものになるのか、そうじゃないものになってしまうのか、分かれてきます。その制度設計に当たってはいろいろな点を考えなければいけないのですが、その中でも今後特に重要になっていくであろうと思われるポイントをこの資料の中で取り上げさせていただきました。それぞれどういう意味を持っているのかということと、NGOとしてどういうふうに考えているのかをあわせてご紹介させていただきます。

　まず第１に、「キャップをどうやって設定するのか」という問題点があります。25％の削減目標を掲げた法律の中でのキャップ＆トレードなんだからすごくシンプルじゃないの、と一見思われるかもしれません。ですが、実は排出量取引制度というのは、日本の中の半分ぐらいをカバーできるのですが、全部はカバーできないのです。例えば温室効果ガスについても25％目標というのは６種類の温室効果ガス全部の話をしていますが、排出量取引制度はたぶん初期においては全部をカバーできないとか、あるいは排出量取引制度では家庭はカバーできないとか、いろいろな制約があります｡25％削減目標を排出量取引制度用の目標に変換してあげる作業があります。これがうまくいかなかったのがEUでの排出量取引制度の試行期間です。ここを失敗すると、排出量取引制度が意味があるものになるのか、ならないのかが事実上決まってしまうので、実は大変な作業になります。ここをぜひ押さえていただきたい。細かいところについては、このペーパーではなくて、提案の中を見ていただければありがたいのですが、ここが大事になってくるということだけご承知いただければ幸いです。
　もう一つ、この間の法案のときにも議論になりました「原単位方式なのか、それとも総量方式なのか」という議論があります。既にいろいろなところで話題になりましたので、ご存じの方が多いと思いますから細かい説明は省きますが、要するに原単位方式を採用すると、結果としては、少なくとも排出量取引制度の中では「排出量はふえても構いませんよ」と、許す形になります。その分、かかっている制度内にいる人たちにとっては柔軟性が生じることになるのですが、最終的に意味するところは排出量がふえても構わないという制度になってしまうので、25％削減ということを考えた場合は総量方式でやるべきではないかと考えます。

　もう一つここで注意していただきたいのは、仮に排出量取引制度の中で増加を許した場合は、その分、誰かほかの人が削減しなければいけないことになります。25％をあくまでも守る中で排出量取引制度の中で増加を許すのであれば、誰か排出量取引制度には入っていない人たちで削減することになります。ここは意外と見落とされがちなポイントなので、ぜひ覚えておいてください。

　３番目、「排出量の算定は直接排出とするのか、それとも間接排出とするのか」、これは専門用語でややこしいのですが、要するに何を言っているかというと、電気に由来する排出量に対して削減しようと思ったときに、電力会社さん、要するに電気をつくる側の方々に、より頑張ってもらうことに重きがあるのか、それとも電気を使う側の方々に、より頑張ってもらうことに重きがあるのか、その違いになります。直接方式というのは電力会社さんにもっと頑張ってもらう。間接方式というのは電気を使う方々に、より頑張ってもらう。WWFを含める多くのNGOは直接方式、電力会社さんにまずは頑張ってもらって、電力を使う側の人たちには別の政策でアプローチしましょう、ということを考えています。これがどちらかといえばいいのではないかというのが環境NGOの考え方です。
　４番目、「個別排出者の温室効果ガス排出量の限度はどういう方法で決めるのか」。この「排出量の限度」という言い方は、法案の中から取らせていただいているのですが、要するに排出量のキャップが決まったら、それを個別の事業者さんたちにどうやって配っていくかということを意味します。きょうはこの細かい議論に入る余裕はないので、これもすごく単純に済ませてしまって恐縮ですが、いわゆる海外の制度検討の趨勢を見ていると、初期は無償で配る方式が優勢なんですが、将来的には「オークション」と呼ばれる、お金を払ってもらって各事業者さんに配るという方式が優勢になっています。ですから、日本の制度の中でも最初はある程度無償を認めつつも、最終的には有償という方式に移行していくのが正しいとWWFは考えています。
　５番目、「どれぐらい海外クレジットの使用は許されるのか」。海外のクレジットの使用というのは何のためにそんなことをするのかというと、いろいろな目的がありますが、おそらく排出量取引制度の中にいる人たちにとっては、削減のためのコストを安く上げたいから、というところがあります。海外のクレジットを使うと安く上がることは確かですが、中長期的に見ると、日本の中に行われたはずの投資が海外に出ていってしまうという側面を持っていますし、海外で行われた削減の中に例えば省エネプロジェクトみたいなものがあると、省エネによるコスト削減の便益は国内には全部は返ってこないのです。海外の中にそのまま省エネのベネフィットは返っていくけれども、国内には返ってこない。あるいは早い段階で日本の中に対策を行わないと日本のインフラ構造そのものが高炭素排出型にロックイン（固定）されてしまうという問題もあります。ですから、なるべく多くを国内でやるべきではないかと考えます。
　６番目、これもよく出てきますが、「国際競争力への影響や炭素リーケージへの対応」、日本の企業は重い負担がかかってくると生産拠点を海外に移転して、結局海外で排出してしまう。そうすると排出量が地球的に見るとふえちゃうから意味がないじゃないかという議論があります。確かに大事な問題なので、客観的なデータをそろえて客観的な指標を持って「本当に国際競争をしているのでしょうか」「海外に移転してしまうようなリスクがどれぐいあるのでしょうか」ということをきちんと考えていくべきです。例えば為替の動きが50銭変わることのほうが、排出量取引が重くかかってくることよりもずっと重要ですよ、というところに対して、じゃあどれぐらいこの制度の中で配慮することが重要なのか、という問題もあるかと思います。

　７番目、これもよく言われる「マネーゲームを防ぐ」、昨今の金融危機の一つのきっかけはサブプライムローンだったとかいろいろなことから、排出量取引もそういうことが起こるのじゃないかという心配があります。確かにあります。ですから、これについてはきちっと対策をしなければいけないのですが、じゃあ、我々は「マネーゲーム」と言ったときに､一体何を防ぎたいと思っているのか。マネーゲームというと昨今の経済危機を漠然とイメージしている人もいるし、サブブライムローンみたいな具体的なものをイメージしている方もいらっしゃる。一体私たちは何を防ぎたいのかということをしっかりと認識して定義してから、きちんと議論するべきじゃないかと思います。

以上のようなポイントをNGOなりにまとめてみると、キャップ＆トレード型の排出量取引制度を導入するということを再確認して、総量かつ直接排出方式での削減を前提とする制度にしていく。キャップは25％削減をするための制度なのですから、それと整合的になるようにしてくださいと。かなり乱暴で駆け足なまとめになりますが、こういう形になります。ぜひよろしくお願いいたします。（拍手）

〇櫛渕司会者　山岸さん、ありがとうございました。

　今回の地球温暖化対策基本法案の中の三つの柱が、今の国内排出量取引制度がどうなるかということの制度設計、これが一つの柱です。二つ目が、いわゆる環境税の導入、三つ目が再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度、この三つの柱があるわけですが、まずは排出量取引制度についてプレゼンテーションをいただきました。ちなみに、法案の中ではここのところは最後まで、閣議決定直前に調整が行われたところですが、第13条に当たりまして、こういった条文になっております。「一定の期間における温室効果ガスの排出量の総量の限度として定める方法を基本としつつ、生産量その他事業活動の規模を表す量の１単位当たりの温室効果ガスの排出量の限度として定める方法についても、検討を行うものとする」。つまり総量の規制を基本にして、原単位を検討するという内容になっていますので、ご紹介しておきます。
　では、３番目に、環境税についてプレゼンテーションをお願いいたします。やはり政府交渉団のお一人としてコペンハーゲン交渉にも立ち会っていただきました気候ネットワークの平田仁子さんです。

〇平田仁子氏（気候ネットワーク東京事務所長）　気候ネットワークの平田です。どうぞよろしくお願いいたします。

　気候変動を防ぐ法律をつくろうという、「MAKE the RULE」キャンペーンもやっておりまして、政権交代があった９月から、２週間に１回のペースで議員会館で勉強会を開いておりまして、皆勤賞の五十嵐議員をはじめ多くの民主党の議員の皆様においでいただいて議論していただいていることにお礼申し上げます。また、今ご紹介いただいた政府代表団に今回入れていただいたこと、それから環境NGO議連ができて、一緒に政策をつくっていこうという動きがあること、そしてこの「新しい公共」で政策形成を市民と一緒にしていこうという動き、いずれも政権交代後の新しい動きであり、市民とともに政策をつくっていくことの意義を認めていただいていることと認識しておりまして、大変うれしく思っております。引き続きこうした連携をとっていただきたいとお願いをまずさせていただきます。
　私は、「地球温暖化対策税」と基本法の中ではうたわれております炭素税の意義について簡単にお話ししたいと思います。

　地球温暖化対策基本法案の中では地球温暖化対策税について平成23年度、つまり2011年度の実施に向けた成案を得るよう検討を行う、という書き方で法律がつくられて、閣議決定されています。つまり、来年度には実施するということをめざしているものと思います。その方向で議論が進められているものと思っておりますが、あらためて意義を確認したいと思います。

まず、温暖化の議論をしていますと、そもそも何のためにこの温暖化対策を議論しているのかを見失ってしまうケースがよくある。経済の話だったっけ、雇用の話だったっけ、いや、気候変動を防ぐためじゃなかったか、と。温室効果ガスの排出は化石燃料をたくさん使ってきたことによる、エネルギー起源のCO2が一番の原因であるということです。ここをどれだけ減らし、そしてそこからのCO2を減らすか、ということが一番中心になるべき視点です。下図のように右肩上がりにふえてきています。
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右肩上がりを続けてきた日本の一次エネルギー総供給

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」
そして環境税、この議論は国内でも古くからされてきていますが、これまでコストの中に反映されていなかった環境の価値をしっかりコストに入れ込もうという発想でありまして、地球温暖化対策税（炭素税）というのはCO2によるコストをきちんと内部化しようという発想です。つまり、化石燃料による二酸化炭素の税をより重くする、すなわちエネルギーに関しての価格を上げていこうという発想です。それによっていろいろな好循環が生まれてくると考えています。まず、CO2を出すのにお金がかかるということになるわけです。当然、企業で経営を行っている人は、利益を上げていくことを考えて、どうやってこのコストを減らしていこうかということを経営戦略の中にしっかり入れ込むことになっていくでしょう。そして省エネのための技術の投資をしたり省エネの設備を導入したりということに舵切りをするでしょう。また、消費者においてもエネルギーの価格が上がるので、どれだけコストを上げないようにするか、省エネのために何ができるかを考えていくきっかけになっていくと思います。
単純に税が上がるからといって、人々は消極的にその負担を受け入れて小さくしぼむというふうに考えるのは現実的ではありません。むしろそのコストにいかに対応していくかという能動的なアクションが必ずあるはずで、それによって今まで考えられなかったブレークスルーが起こったり技術革新が起こったり、あるいは全然違う経営、全然違う方法で利益を生み出していく企業が生まれてくる。そして新たなビジネスや雇用が生まれてくることがポジティブに起こってくることを想定すべきです。

ついこの前、温暖化の技術に非常に詳しい研究者とお話をしていて、燃料電池とかいろいろな新しい技術を紹介してくださったのですが、その後にぼそっと「いやぁ、実はこの十数年、日本で技術開発が全然進んでいないんですよ。企業はほとんど省エネ投資はしていませんよ」という話をしてくださいました。「なぜなら、インセンティブがないんです。インセンティブがないと企業はこれ以上動きませんよ」というお話でした。まさに炭素税は価格の面でインセンティブを送る。そしてこの制度を導入することによって政策のインセンティブ、シグナルを送るものである。そしてこれがいろいろな経済のシステムを突き動かして変えていくことになっていきます。
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次に、現在のエネルギー関係の税制を見ますと、石油石炭税に始まってたくさんの税が既にエネルギーに関して課せられています。こうした課税は温暖化対策とは関係なく課されてきましたが、エネルギーの価格を上げるということで一定のCO2排出の抑制効果を持っていたとは考えられます。しかし、CO2排出の多い石炭に関する税は、天然ガスの税よりも低い。CO2とは関係ない税の重みづけになっています。

また、たくさんの税収が生み出されてきましたが、一昨年前まではこの税収のほとんどは道路建設に使うことが特定財源化されていましたが、これが一般財源になりました。一般財源になって使途がどうなったか、実はまだ十分チェックができていない。逆に、一般財源になったからこそ道路に使われているのかどうかちょっと見えにくくなっているかもしれない。ここは私どもの宿題でもあるのですが、逆に環境破壊をするようなことにどんどん使われてきた傾向があります。いずれにしても、こういった税制の上に新たに環境の視点からどういうふうに税を組み直すかということを考えなくてはなりません。
今、民主党さんで前のマニフェストから掲げておられます自動車関連諸税の暫定税率廃止の話がございます。これでガソリン税、軽油取引税について税率がガクッと下がるのじゃないかということで、私たちもそれには反対しますと言ってまいりました。きょうの朝日新聞では税率を下げないという発言が社説に拾われていました。ここで、エネルギー関係の税率が下がることは温暖化対策に真っ向から逆行するということをあらためて申し上げたいと思います。下がった分については本則税にするなどいろいろな方法がありますが、税率は維持した上で、さらにエネルギー関係の税を上げるような地球温暖化対策税に仕上げていただきたいと思います。
気候ネットワークでは、この地球温暖化対策税と排出量取引制度のポリシーミックスを提案しております。税率は１トン当たり3,000円程度ということで提案していますので、詳しくはごらんいただけたらと思います。排出量取引制度の対象になる大規模な事業所については、ある程度減税してあげるような措置も考えられるのではないかと思っています。

次に、CO2の話ばかり語られますが、代替フロンも大きな温室効果ガスで、いまだにしっかりと全廃に向けた削減が進んでいません。ここについてもCO2１トン当たりと比べると相当量の温室効果ガスがありますので、温室効果ガスの寄与度に応じて一緒に税をかけるべきではないでしょうか。

環境省が温暖化対策税についての制度提案をしています。この提案は温暖化対策税を考える一歩になっていると思います。とりわけガソリン税について暫定税率がドーンと下がってしまうことについては、一定程度そこは押し上げて、下がり度を小さく抑えているところに配慮が見られます。また石炭についても、ほかのエネルギーよりも税が低いのを上げていこうという発想が見られます。しかし、いずれにしても全体に税率が低いし、またガソリン税も結果として下がってしまうところがありまして、効果としてガソリンを使う方向になっていくのではないか。

最後に、マニフェストについての要望ですが、まず税制関連ではガソリン税の暫定税率の廃止、これは基本方針としてそのまま据えられるのかと思っていますが、ここにおいては地球温暖化対策と整合的に、そして結果的に税率が下がることにならないよう、地球温暖化対策税と組み合わせて結果的にその税が上がり、価格インセンティブが与えられるようになるものとすること。そして法律にも書かれていますが、2011年度にこの地球温暖化対策税を導入することを明記していただきたい。前のマニフェストでは導入時期は書いておりませんでした。また、制度の中身も書いておりません。ぜひここの検討を深めていただきたいと思います。
それから、税と直接関係ないのですが、高速道路の話もございます。私どもは、前政権の休日1,000円の影響とか、今回の新しい料金体系についても分析を行っていますが、必ずしも温暖化対策と整合していないと思っております。どのような見直しをするに当たっても、公共交通機関をうんと進めていくという発想をまず基本に持ち、CO2の排出を促さないような形で進めていただきたい。

最後に、税には限りませんが、温暖化対策税の議論を進めるに当たっても、政策の過程で市民の参画を仕組みとして位置づけていただきたいことをお願いしておきたいと思います。

以上です。ありがとうございました。（拍手）

〇櫛渕司会者　ありがとうございました。税の問題を中心にプレゼンテーションをいただきましたが、本当に日本の環境税の導入は世界と比べると遅れております。環境と経済の両立をうたって経済成長を進めてきた北欧では、1990年、1991年に既に二酸化炭素税を入れています。ドイツ、イタリア、イギリスも既に1999年、2001年に導入しています。日本の中でも環境税の議論を中心にこの一年間、地球温暖化対策基本法に盛り込むと同時に進めていかなければいけないと考えております。

　それでは、三つ目の柱になります再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度、これも日本の導入は世界に比べて遅いと言われておりますが、基本法案の中では新エネルギー供給10％、再生可能エネルギー10％まで目標数値を入れ込む形で今回は政府提案されました。環境エネルギー政策研究所所長の飯田さんからプレゼンテーションをお願いします。

〇飯田哲也氏（環境エネルギー政策研究所所長）　全量買取制度、フィードインタリフを中心とする問題ですが、これはいわゆるキャップ＆トレードのように論点が表ではっきり分かれているところとは違って、一応、経済産業省を中心にやるという方向で動いているがゆえに、逆に非常にわかりにくい問題になっている。ただ、結果を見ればはっきりしていまして、お手元にない資料ですが、「日経ビジネス」の３月１日号にも「環境後進国日本」という特集があったのをごらんになった方は多いと思いますが、世界の再生可能エネルギーが毎年60％で成長している中で、日本の市場はわずか0.8％しかない。我々が計算したら2.3％あったのですが、正式な統計が出てきたら0.8％しか投資規模がなかった。これは完全に失敗政策です。先進国の中で最もエネルギーの脆弱な国が、最も再生可能エネルギーに冷淡な国であったということがまず現実としてある。
　今、年率60％で成長し、10年後には100兆円市場に達しようとするところで、世界中でいわゆるクリーンテックベンチャー、日本だと電気自動車が目立つのですが、世界的に見ると再生可能エネルギー企業がほとんどです。その株式時価総額を日本企業のランクインの中で並べてみると、トヨタはさすがにでかいですが、兆円企業が次々に登場していて、それらがさまざまな新興国で登場していますが、日本企業が１社もない。しかも、これらは全部10年以内に登場してきた新しいクリーンテックベンチャーで、いわば100年前のビッグ３、あるいは戦後のソニー、三洋といった時代に我々は直面というか、迎えているにもかかわらず、日本ではほとんどここは挑戦できていない。マーケットもなければ、それに挑戦する企業もないというそら恐ろしい状態。温暖化政策、まさにこれは環境と経済の非常に高い次元の両立をする領域でありながら、きわめて後ろ向きになっている。たてまえとしては経産省がやる。太陽光は有名な話ですが、2009年に日本は50万kWで、一昨年から倍増しました。そういう意味では効果があったのですが、実はその半分は東京都です。東京都の政策が功を奏して約25万kW、残りの25万kWがほかの県です。ちなみにドイツは去年380万KW、日本の７倍の市場です。中途半端なフィードインタリフでは全然だめだ。再生可能エネルギーはいまだに補完的なエネルギーだと思っている人も多いのですが、毎年のスナップショットで毎年の純増・純減を風力、太陽光、原子力で比較すると、風力は去年4,000万kW、原発40基分ぐらいふえた。これは毎年のふえ方が毎年ふえているという、いわゆる指数関数的な成長に入っている。その次が太陽光で、去年1,000万kWを超えました。原子力は純減の時代に今入っている。時代認識をはっきりと持たないといけない。しかも、太陽光発電が爆発的に成長する中で、日本企業唯一虎の子の企業のシェアも、毎年ズリ滑ってきて、12％まで落ちてきている。グローバル競争の中で「大丈夫か？日本」、まさにここにてこ入れしなければいけないところです。
　日本は10年前にはわずか５兆円の石油燃料輸入代だったのが、一昨年で輸入23兆、GDPの５％、海外に化石燃料、CO2の価格を抜きにして、単純に払っているわけです。これを国内の投資に向けたらどれだけメリットがあるかというわけですが、それでもなおかつ再生可能エネルギーを絞り込んできたというのが日本です。今、経産省で議論しているのは月当たり100円が高い、あるいは300円、500円が高いの安いのと言っていますが、一昨年の原油価格が148ドルのときに我々消費者は月に500円、ポコンと「燃料費調整制度」という名のもとに電気料金を上乗せして、そのお金はそのまま海外に流れていくわけです。つまり、再生可能エネルギーへの投資が高いか安いかではなくて、全体の電気料金の構図の中でしっかりと考えていく。しかも、内訳もそうですが、長期的に見ていくと、その投資は長い時間では日本の中で生きていくし、先ほど言ったように23兆減らす。全量買取制度は本来、そもそも普及するかどうかを真剣に考えなければいけないのですが、今出ているオプションではあまり普及しそうにないものです。特にコストベースで考えるオプションを今、経済産業省は一番端っこに追いやって、一律15円とか一律20円で考えようとする。それから産業支援に役立つか、つまり国内の普及に役立つかということです。それから普及の費用負担と分担が妥当か。そして公平な制度、過去の失敗に学んでいるか。このあたりが論点だと思います。
フィードインタリフはドイツで10年以上の歴史を持って、世界中で行われていて、それぞれの自然エネルギー技術ごとにプロジェクトで見て、プロジェクトの採算性で、海外だと20年で見た投資採算性で大体８％の利益を持つように価格設定をするというのが常識としてあるわけです。ビジネスをやっておいでの方もおられると思いますが、４％の金利を引っ張ってきて、あと４％ぐらいのプロジェクトの利回りがあると、それは大体健全に運営されるというところから妥当に決まってきている。でも、IRR（内部収益率）という専門用語では８％で、コストは太陽光も風力もそれぞれ下がり方が違ってきますから、価格決定のルールは変わってくるわけです。バイオマスも地熱も事業としての構造が違うので、一つ一つ丁寧にやらなければいけないところを、もう十把一からげに一律15円だというのが今、経産省の提案です。

もう一つ我々が提案しているのは、価格負担の公平性は、以下の図のように大きく３層構造で考えるのがいいだろう。
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一番下はいわゆる「回避可能原価」といって化石燃料の節約代。これは電力会社が払い、それをそのまま電力のユーザーが払うというので当たり前なんですが、つまり何で発電しても同じくかかるお金。一番上の「環境価値」は、今グリーン電力とかRPS （Renewable Portfolio Standard）という２種類のグリーン価値があり、あるいは東京都が始めたキャップ＆トレードの中でもグリーン価値として扱われる。これは環境価値、つまりCO2価値を欲しい人、あるいは使わないといけない人が得る。例えば電力会社が必要であれば、電力会社もそこにプラスアルファのお金を出して買う形にすればいいのではないか。その間に来るところが 「普及支援費用」で、これは時とともに安くなっていきますから、国民負担で過渡的に負担していくというふうに、大きく三つに負担原則を分ければ、既存のグリーン電力とか、これから導入されるキャップ＆トレードの中に再生可能エネルギーを選択する人がしっかりと入れる。そういうバランスのあるフィードインタリフになっていくのではないかと思います。
これは長期的に見ていくと、一番上の青い線は買取価格の上乗せで電気料金が高くなる要素、でも、入れば入るほど化石燃料を系統から追い出していけるので、化石燃料費がどんどん安くなる。それを両方足すと実は2030年ぐらいから一気に安くなるのじゃないか。我々のつくっているシナリオでは2050年に70％再生可能と。そうすると燃料独立が日本は非常にできるようになっていく。
[image: image3.emf]
もう一つ、「余剰電力にしたら省エネに役立つ」というナイーブというか素朴な神話があります。これは部分的には正しいのですが、社会構造的には間違いだ。なぜかというと、これは経産省みずからが出している図ですが、余剰電力というのは０％～100％までばらついているわけです。精神的な省エネ努力でこの不公平を補うというのは全く間違いで、やはりしっかりと全量買取にして、要は50ワットの小さな太陽光を入れる人もいれば、夫婦共稼ぎで全量売ることができて共稼ぎプラス太陽光が稼いでいるところ、３人子育てして一生懸命家を守っているところは全量売ることができないという、非常に不公平を助長する制度になっている。「余剰が省エネに役立つ」という神話で社会的な不公平をビルトインしてはいけないという意味では、絶対に全量にしないといけないと思っています。
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今、規制改革で再生可能エネルギーの論点が上がっているので、ぜひ民主党のほうで考えていただきたいのは、風力発電に関してもいろいろ低周波とか騒音とか鳥とかあるのですが、デンマークではそういう問題がほとんどない。デンマークの風力発電を地図に落とすとデンマークの国土が浮かび上がるほど、デンマークには風力発電があるわけです。しかし、デンマークの風景のほうが日本よりはるかに景観は美しい。あの国で低周波だ、鳥だという反対運動は、ないことはないが、ほとんどゼロに近い。それはなぜか。再生可能エネルギーの市場もしくはルールをしっかりとつくるという目線でルール化を図るからです。今、規制改革ワーキングというのが、私も委員で入って始まっているのですが、「これが問題だからこの規制を緩和しろ」というモグラたたきのような小泉構造改革の流れをそのまま引きずっている。そうではなくて、社会全体の中で再生可能エネルギーを普及するときに、もちろん改正しなければいけない規制もあるけれども、新しく強化しなければいけない規制もある。しっかりと政策の中でルールをつくっていくのだという、これは専門用語で「エコロジー的近代化」というのですが、環境政策を経済政策の中に組み込み、環境政策に経済的なメカニズムを機能させることをしっかりとやる。単純な市場原理主義のしっぽを引きずった小泉構造改革をそのままやるのでは民主党の名折れだと私は思いますので、そこの根本原理を変え直すことが必要だと思います。

以上です。（拍手）

〇櫛渕司会者　日本のエネルギー・セキュリティーの根幹、これからどう再生エネルギーを導入していけるのかというお話でした。ありがとうございました。

　続いて、ストップ・フロン全国連絡会の桃井貴子さんからです。

〇桃井貴子氏（ストップ・フロン全国連絡会）　ストップ・フロン全国連絡会と、今、気候ネットワーク東京事務所のスタッフをしております桃井貴子と申します。きょうはフロンの問題についてもぜひ取り上げていただきたいということで入れさせていただきました。
　お手元の資料の中に「気候変動問題と脱フロン社会の構築に向けて」という１枚紙を入れさせていただいています。きょうはこの１枚のペーパーに沿ってお話を進めていきます。その後に具体的に書いた提案をまとめていますので、後ほどごらんいただきたいと思います。

今回閣議決定された､民主党が出された温暖化対策基本法案の中にはフロンの関連条項についても入れていただいています。税制の見直しについては「フロン税」という言葉は入っていないのですが、温暖化対策税ということで進めていくような項目が入っていますし、フロン類の使用の抑制という項目を入れていただきました。これに基づいて今後しっかりとしたフロン対策をとっていただきたいと考えています。フロンの問題というのは、既に「フロン回収破壊法」などが10年前につくられまして、またオゾン層保護対策として今まで取り組まれてきていたものですから、もう終わった問題だというようなとらえ方をされがちですが、そうではないということです。特にHCFCというオゾン層破壊物質が2020年に全廃されることが先進国では決まっています。これに伴ってHFC、オゾン層を破壊しないが温暖化を引き起こすという物質にどんどんと切り替えられています。非常に衝撃的なペーパーが昨年出されたのです。何も対策をとられなかったら世界全体で急増していくのだ、CO2の安定化シナリオ、450ppmに抑えた場合、フロンの対策をとらなければ最大で全体の45％をHFCが占めるという論文でした。これに基づいてアメリカなどもこれからの対策をしっかり進めていかなければいけないということで、国際交渉などでも提案を進めているところです。
日本においては対策が進められている分野もあります。例えば断熱材などはかなり自然系の物質に切り替えられることも実際に現場では起こってきています。しかし、まだまだ使われているのが現状です。特に多い分野では業務用の冷凍空調機器の分野で2030年に向けて、今後非常にふえていく。これから気候変動対策として、CO2を含めて大幅に20％削減から80％削減まで持っていかなければいけないという中で、このHFCの分野だけが、対策をとらなければこれから先きわめてふえていくことが国内でも予測されている。
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ですから、しっかりとした対策をとらなければいけないのですが、現状としては、つくったものをしっかりと回収していこうというスタンスでの対策が打ち出されていて、2001年にフロン回収破壊法が、市民が提案した結果つくられまして、その後、回収が進められているのですが、実際には回収率は全くもって上がっていないのが現状です。平成14年から回収率が政府の報告で出ているのですが、平成14年度に35％だったものが、20年度には28％に落ち込んでいるのがフロン回収の実態です。家電リサイクル法とか自動車リサイクル法とか、それぞれの中で使われているフロンを回収することが明記はされているのですが、実態としてはメーカーに行き着く前に大気中に放出されてしまっているとか、中古自動車として海外に流れてしまっていて、やはり回収率は上がっていません。フロンのメーカー側で生産されたものから回収までのところどころ出ているデータを見比べてみますと、出荷量が年間４万トン弱に対して、回収量がたったの5,600トン、10％強というのが実際につかまえられている量で、８～９割方が大気中に放出されてしまっている。つくり続ければ、それをコントロールしながら使っていくのはほぼ難しいということがこの10年を振り返ってみるとわかることです。　
国際的なフロン対策としては、昨年モントリオール議定書でHFCの規制の提案がアメリカからなされました。2030年に向けて大幅に削減していくことをカナダ、メキシコと共同提案が出されています。この提案に関しては、中国、インドの反対で合意には至らなかったのですが、また来年に向けてあらためてこの提案が議論されるだろうということも言われているところです。ＥＵは、さらにＥＵの中での規制を強めていまして、2011年からカーエアコンの冷媒はGWP150以下とするということを盛り込んでいます。
それからＥＵの中でもデンマークとかノルウェーに関してはフロン税を導入し、GWPに応じた課税をするということでかなり高額な、例えば１㎏のフロンを放出すると大体2,000㎏のCO2を放出しているのと同じ、2,000倍の効果があるといわれているのです。その2,000倍の額、炭素税と同等の額でフロン税を導入しているということが行われています。日本でもこういう世界の動きを先取りするような形での対策を打ち出すことによって、新しく脱フロン社会をめざし、温暖化対策を強化し、さらに国内の産業にもつなげていくことが望ましい姿だと思っています。この問題に関しては私どももフロンのメーガーの方、あるいは冷凍空調関係のメーカーの方、設備業界の方々と意見交換をさせていただいていますが、こういう対策を打ち出すことに反対という声は全くありません。かなり意見は分かれているという話は聞くのですが、個別にお話を伺っている限りは、むしろ政策をきちんと進めてもらったほうが今の産業をきちっと進めていけるし、また将来的な負荷がより少なくなるだろうという話も出てきています。

そこで、今回提案させていただきたい内容を三つに絞って述べさせていただきたいと思います。
まず、一つは、「脱フロン社会をつくるのだ」という強いメッセージを政治的に打ち出していただきたいということです。これによって社会的なシグナルを与えて、そこに向けて牽引していくようなことができる。2030年までに使用を全廃するという野心的な目標を掲げていただきたいと、我々としては思っています。技術的にはフロンを使わない技術、自然系の冷媒を使うとか全く別の形の技術を使うことが確立されていますので、そちらに向けて転換を促していくことが必要になってくると思います。

２番目に、その転換を促すときに、フロン税を導入することを提案したいと思います。これは先ほどの平田さんからも税制の中に入れていただいていましたが、価格のインセンティブによって代替化を促していく。今はまだフロンを使わないほうが技術的にはものすごく高くつくということで、そちらのほうが価格がもっと安くなるように仕向けていくことが必要かと思います。
それからフロンの生産量とか充填量とかは今の段階ではしっかりと把握されていません。先ほど述べた資料の数字もある意味推計の量だったので、この辺の情報を個別の企業ごと出してもらうことによって、市民にも公開し、しっかりと脱フロンに向けた取り組みの政策を強化していくところに使っていただければと思っています。

どうぞよろしくお願いいたします。（拍手）

〇櫛渕司会者　桃井さん、ありがとうございました。

　最後のプレゼンテーターとしてグリーン・アクション代表のアイリーン・スミスさん、よろしくお願いします。

〇アイリーン・スミス氏（グリーン・アクション代表）　本日はありがとうございます。私の資料は２枚です。１枚は「実情はどうなっている？」、もう１枚は参考の雑誌の記事です。

　きょうの話は、「原子力は温暖化効果ガスの対策になるのかどうか」ということです。五つの点を申し上げたいと思います。

１点目、1990年から日本の二酸化炭素の排出を押し上げてきた最大の原因は、電力部門の石炭使用の増加になります。これは知られていることだと思いますが、あまり認識されていないことは、石炭火力と原子力は切っても切れない関係にあることです。それは何かといいますと、原子力のような大規模な電源は、バックアップ電力として石炭火力があります。つながっている、つまり対である。ですから、原子力を推進する限り、石炭火力の問題から脱皮することができない。これは非常に重要だと思います。原子力のことだけ考えるのではなくて、原子力に何が伴ってくるかということです。それが1点目です。

２点目ですが、温暖化対策に何が求められているかというと、三つあると思います。まず、即効性です。温暖化は時間との競争だ。ですから、この十数年が勝負と言われています。だから、即効性が求められている。
それと低コスト、お金は限られているので、いかに温暖化対策ができるか、それには投資も要るので、何ができるか。
３番目が低リスクです。このリスクは安全面だけではなくて、実行できないようなものをしようとして、結局実行できなかったといったらもう大変なことですから、確実性がなければいけない。
即効性について昨年ワールドバンクが非常におもしろい報告書を出しています。「開発と気候変動」という417ページの膨大な資料です。世界銀行は基本的に原子力推進ですが、非常に重要なことを言っています。原子力は運転開始までリードタイムが長く、10年かそれ以上の期間がかかり、だから、短期の炭酸ガス排出削減の効果は限られている、と言っています。日本でも実際に京都議定書策定後の状況が物語っています。要するに、策定後に何が約束されたかというと、原発の温暖化対策、2010年までに21基の新規増設を行うと言ったのですが、結果的に５基は白紙撤回、11基は延期。ですから、この10年間何が起こったかというと、延期、延期、延期、延期、白紙撤回、延期、延期……、白紙撤回が４回、それと延期です。これが現状です。下のほうに過去の実績、いかに原子力は時間がかかるかということが書かれています。
３番目に申し上げたいことは、CO2の排出単価、原子力と自然エネルギーは化石燃料よりダントツにいいというか、化石燃料がひどい。原子力と自然エネルギーを比べると大きくいえば似たり寄ったりですが、非常に重要なのは、時間とともにCO2排出単価は自然エネルギーのほうはよくなっている。原子力はもう熟している技術というか、進展はないわけです。
もう一つがコストです。（同じkWhを生み出すのに）自然エネルギーのコストはどんどん下がっていく。一方、原子力のコストは上がっている。原子力委員会が一昨年提出した、WEC（World Energy Council、世界エネルギー会議）が出した2004年の資料によると、時間とともにどんどん原子力のほうが悪くなって、自然エネルギーのほうがよくなっていることが顕著にこの数年間あらわれています。

その中で原子力はいかにコストが上昇しているかということですが、例えば外国の調査がいろいろあります。マサチューセッツ工科大学（MIT）が包括的な調査を行っているのですが、2003年に報告して、2009年にアップデートした。その中では、この６年間で原子力の建設コストは倍になっている。年々15％上がっている。その資料はどこから来ているかというと、日本と韓国の実際の原発建設コストと、アメリカのこれから建てる原発の推定コストです。それで毎年15％上がっているというわけです。この15％なのかどうかは議論があって、もう顕著に上がっているのは事実です。今後コストを推定することもできないというのが原子力業界、例えばWNA（World Nuclear Association、世界原子力協会）の担当者が言っているなどの状況です。
４番目に申し上げたいことは、新規原発は難しくても、既存の原発で頑張って温暖化対策をしようというと二つの方法しかありません。それは、今まで実績がない、維持できなかった稼働率を、しかもどんどん古くなっている原子力発電所で行う。もう一つは、古くなって本当は閉鎖するけれども、閉鎖せずにそのまま稼働することしかない。これは安全面にどうこうという話ももちろんありますが、問題が、今までできなかったことをもっと古くなっている原子炉でできるのか。要するに実現不可能なものに「これでやるのだ」と言うのは非常に危険だということだと思います。

５番目に、温暖化対策が重要なので、すべてのオプションが必要だという考えがありますが、それよりも温暖化対策があまりにも重要なので、そんな選べない、本当にきちっと気をつけて選んでいかなければいけないという問題があって、機会コストなどを考えると、きちっと原子力の資料を見ながら、ほかのオプションを考えながらやっていく重要性が出てくると思います。

以上です。ありがとうございます。（拍手）
自　由　討　議

〇櫛渕司会者　アイリーンさん、ありがとうございました。
６団体の皆さんからプレゼンテーションをいただきました。残り15分ございます。皆さん方から質問などお受けいたします。発言者の方は氏名と所属をお願いいたします。
〇大嶋茂男氏（公害・地球環境問題懇談会）　基本法の資料で「2050年までの早い時期に60％超の削減」となっていますが、私が最初に見た法案のときには80％となっていたのが、なんで60％に変わってしまったのかということと、２℃以内に抑えるということは、人類史的な大義名分だと思うんです。大義名分に立てば80％にしなくちゃいけない。
〇櫛渕司会者　すみません、それは古い資料が紛れていますね。失礼しました。
〇大嶋氏　古い資料？びっくりした。ここまで発言しちゃいましたから言いますけれども、人類史的な大義名分をしっかり押さえておくことが民主党の政策に輝きをもたらすものだと思うんです。ここは本当に大事にしてほしいということをちょっと言っておきます。

〇櫛渕司会者　ありがとうございます。長期目標を確認しますと、「2050年までに80％を削減」ということで基本法案に盛り込まれています。
〇開澤真一郎氏（NICE）　国際ボランティアNGOで、10万人ぐらいが森の手入れ等をしています。「市民キャビネット」という「新しい公共」をつくるためのネットワークの地球社会部会の座長もしております。今の方とちょっと近いのですが、やはり政治の役割としてはこういった具体的なこともすごく大切ですし、もっと大きな図を描いていくことが必要だと思います。例えば、なんで地球温暖化の交渉がうまくいかないのかというのは、三つ要素があると思うんです。一つ目は、どの国も負担はできるだけしたくない。二つ目が、ほかを強制することができない仕組みになっている。三つ目は、削減する上での共通の基準とか理念・哲学がない。
この三つ目に関して、日本が主導して提案すべきなのは、一つは、2050年に1990年の半分に減らすという２℃以内におさめるためのもの。二つ目は、その上で各国の１人当たりの排出量を平等にすることを打ち上げるべきだと思います。その人口の基準を2050年に置いた場合には、日本は2005年に１人当たり9.5トン排出しているものを、1.2トンにまで下げなければいけないという明確な基準があるわけです。または2005年時点の人口を基準にするという考え方ももしかしたらあるかもしれません。これは「人口をふやした者勝ち」を避けるために。今の時点でのものを基準にすると１人1.6トンになります。例えばアメリカなんかは94％減らすとか、私たちが「途上国」と呼んでいる実は低炭素先進国のネパールなんかは今より10倍ふやせるという、世界共通の基準を一つつくっていく必要があると思います。
　二つ目が、強制することができないというところもやはり外交の場で提案すべきで、国家の主権を超えた拘束力を持つようなことを日本として提案していくべきだということが二つ目です。

　三つ目が、もっと大切なんですが、例えば「豊かさ指標」を民主党がやろうとしていますが、温暖化を「負担」とか「幾らお金がかかる」というふうに考えるのではなくて、今よりも健康な世の中になるという前向きなイメージでやっていくべきだと思います。

〇藤村コノヱ氏（環境文明21）　きょうの運営も含めてですが、ぜひお聞きしたいのが、このNPOと議員の方との意見交換会とかこういう場は、民主党政権になって自民党時代よりずいぶんふえたように思いますが、こういう場での我々の意見が一体どういう形で政策に生かされるのか。浅岡さんがおっしゃいましたが、「聞きおく」だけではもう私たちも言い疲れている部分があるわけです。こういう場でのこういう議論が一体どういう形で政策に生かされるのか、生かされないのかというあたりをぜひ明確にしていただきたいと思います。聞くだけの場所があってもいい、言いたいほうだい言う場があってもいいと思いますが、ちゃんと政策に反映させられるような「濃い場」というか、きっちりした場というのもこれからぜひ検討していただきたい。我々もいつも言いっぱなし、それがどうなったのかよくわからないというのがずっと続いていて、そうじゃない民主党にたぶんNPOは多く期待していると思うんです。ぜひそのあたりを明確にしていただきたいと思います。
〇杉森　登氏（AAAJ）　ただいまの方の意見の延長線として言いたいのは、きょう４回目ですが、発表される方が既に主催者側の根回しができていて、全くオープンじゃないというふうに感じるんです。それはそれでいいでしょう。
今回のテーマでいうと、一つ抜けているんじゃないかと。今、日本は農業の問題で埼玉県一県の分が遊休地になっているわけです。私が言いたいのはバイオエネルギーなんですよ。今回４件ばかりありましたが、そのテーマが出ていなかったというのは、日本の現状から見て主催者側としても非常に欠点があるのじゃないか。これは一石二鳥、三鳥になるんですよ。そういうことでございます。
〇都筑　建氏（自然エネルギー推進市民フォーラム）　きょう再生可能エネルギーの話を飯田さんにやってもらったのですが、市民という場ではいろいろな意見があって、いろいろな並立した討論をしながらやっているということで、特に全量買取という意味での再生可能エネルギーの普及の仕方という基本は私は賛成しているわけです。またそういうふうに導入を運動してきたというものがあります。ただし、先ほど「余剰方式は省エネというのは、神話だ」という点は違う。現場を知らない話だなと思います。太陽光発電を設置した人が我々の会員として2,300人いるんですが、その人たちが太陽光を所有してオーナーシップを持った瞬間に省エネルギーを考えるんです。これはそれだけの効果があるわけです。市民の手にエネルギーが戻ってきたという意味が個人住宅の太陽光発電にあって、それは何物にも代えられない未来型の社会を建築するイメージを持った内容なんです。大規模なメガソーラーとか風力とかバイオマスの大きなものは全量で構わないと思いますが、個人住宅の小規模で市民の手に取れるようなものは全量でやるとこれは屋根貸しになる。屋根貸しになるということはオーナーシップが持てないことになりますし、神話ではないんです。実際に手に取った人は、気づいてみると、自分たちは省エネをしよう。またそういう省エネルギーのインセンティブを与えるような政策が、本当は再生可能エネルギーを普及させる前に絶対にやっておかなければいけない政策だということです。
〇足立治郎氏（JACSES） こういう機会は本当にすばらしいと思うんです。ただ、排出量取引制度についても、実はNPOでも世界的に見た場合に絶対賛成だというグループも多いのですが、「これは大丈だろうか」という声もある。そういう意味では私は基本的には何らかの形で整理していかなければいけないとは思っているのですが、都筑さんがおっしゃっていたように、もっと多様な市民の声をさらに拾い上げるような仕組みにしていただけると幸いだと思います。　
〇櫛渕司会者　先ほどご意見いただきました、これが政策決定にどう生かされるかということでいいますと、議員の先生がいるうちに、私のほうで先に申し上げると、きょうも環境委員会のメンバーがたくさん来ていますが、一つは、議員のほうで皆さんの声を受けとめさせていただいて、政策会議、そして委員会の中で、もし今回の出会いが初めての方がいらっしゃったら、ここでの声をもっと小委員会等で詰めるような場づくりを例えばこの後提案していくとか、そういったことを環境委員のほうで、私もその一人ですが、受けとめさせていただきたい。

　そういった政策会議、議員政策研究会が今新しくできておりますので、その中での議論として政策を、皆様の声を入れた形で審議の中に盛り込んでいくというプロセスを強力に進めていきたいと思っているところです。別途、新政権になってから「こういったやり方もあるのじゃないか」ということが提案としてありましたら、ぜひご意見をいただきたい。
「新しい公共」のプロジェクトとしての第４回の場として行ってきたので、この場がどういうことにつながるのかという点について、もし細野委員長のほうからあれば。

〇細野委員長　私、出たり入ったりで半分ちょっとしか聞いていないのですが、たぶん気候変動関係、環境関係のことをやっておられるNPOの皆さんからすると、「長年同じことを言い続けていて、一体どうなっているんだ」という思いを持っておられる方が多いんだろうなと思うんです。今回こういう形で企画させていただいたのは、ちょうど温対法の審議がこれから行われます。あれは基本法ですから、その後実質的な中身を詰めていかなければならないので、ちょうどいいタイミングではないかと思ったのです。この懇談会自体は我々が自分で企画して自分でテーマを決めているということではなくて、幾つかのNPOの皆さんに入っていただいて、「この時期ならば具体的にテーマとしてこれがいいのではないか」と議論した上で設定させていただいています。これまでのような言いっぱなしの会議とはちょっと違うと思っていただいてもいいのだろうと思います。あと具体的にどう反映させるかは、今、櫛渕さんがおっしゃった、そういう議員が発言するということもあるでしょうし、あと一歩進めて「このテーマはもう少しこういうふうに進めていこう」ということがあれば、それは政府に働きかけることも党としてしっかりやっていきたいと思っています。

　一例だけ挙げますと、税制の問題は皆さんから１回目に強い要望をいただきましたので、我々のほうからも強く政府に申し上げました。鳩山総理ももちろん思い入れがあったのですが、政府のほうとしてもずいぶん前に進んだという現実もありますので、そういう意味ではきょう聞いていただいたのが環境に関心のある議員の皆さんですので、皆さんの提案の中で持っていけるものがあれば、それはしっかり受けとめて次のステップへ行くことは十分あり得るし、そういう方向を我々としてはめざしていきたいと思っております。

〇杉森氏　ぜひバイオエネルギーについてお願いします。

〇細野委員長　バイオね、おっしゃったとおり確かに。10団体とか20団体やれればいいのですが、ちょっと団体に限りがありますのできょうはできませんでしたが、今、成長戦略のほうでバイオの話を含めて相当詰めた議論をしておりますので、そこもかなり期待に沿えるような形で政策としてはつくれるのじゃないかと思います。
〇櫛渕司会者　野党時代に地球温暖化対策本部というのが民主党にあって、与党になってさらに強力につくったらどうかという声もありますが、その辺いかがでしょうか。

〇細野委員長　野党時代に対策本部もつくったし、プロジェクトチームもつくったし、いろいろなものをつくったんですが、政権を取ったのでちょっと簡略化しようということで、新しい組織をつくることに今までは積極的ではない姿勢で来たんです。ただ、もうそろそろいろいろな議論を展開していかなければならないという思いがあって、最近いろいろな会議体をつくり出した、これが現状でございます。野党時代に温対本部が果たした役割というのはかなり大きなものがあったというのは私も感じております。それを一番熱心にやっていた福山さんが外務副大臣で今一生懸命やっているという現実もあるのですが、政府だけではなくて党側で何か受け皿ができないのかということは、ちょっと引き取らせていただいて宿題とさせていただければと思います。やりたい人がいれば、それはまた考えます。

〇櫛渕司会者　民主党の一つの目玉だったと思いますので、ぜひご検討をお願いします。

〇斎籐やすのり衆議院議員　環境委員会に所属しています。今も櫛渕先生、細野先生からお話がありましたけれども、私たちこうやって参加してきちんと皆さんの意見を聞いています。ここにいる議員はおそらく確実に皆さんの思いを国に届けてくれると思いますので、それは安心していただきたいと思います。これからこういう会合だけではなくて、直に私たちに意見をぶつけてください。「会いたい」でもいいし、メールでもいいし、そうやって皆さんと一緒にこの低炭素社会をつくっていければいいなぁと思っておりますので、一緒にこれからやっていきましょう。
〇奈良部建彦氏　静岡県富士宮から来ました。NPOの市民立大学と、ベンチャーをやっています。今、小中学校に90％の補助で太陽光発電パネルを設置するというのがあるのですが、実際、その事業を始めていますが、地方で問題になっているのは、パネルを設置することは皆さんものすごく一生懸命なんです。ただ、破棄するときどうするのかという問題が大きく出てきていまして、ビジネスがストップしています。これが現場の状況です。私たちはそういう環境のビジネスをやるときの国際的な標準化をやっていまして、破棄する問題から始めています。そこから技術の選択をやっています。先ほどどなたかがおっしゃったバイオのエネルギーの利用というのは非常に大きな問題です。いい意味で採用すべきだと思うし、目に見えないバイオの力にもっと焦点を当てるべきだと考えています。
閉会のあいさつ
〇櫛渕司会者　皆さん、本当にありがとうございました。時間を少し回ってしまいましたが、第４回の「新しい公共」政策形成プロジェクト、きょうは温暖化のテーマでやりました。既にいろいろ議論が出ましたが、地球温暖化対策基本法が今回政府提出になって、これから審議が始まるというのは、日本のこれまでの政権ができなかった大きな転換の正念場の時期であると思っています。これから日本が本当に低炭素社会になるのか、経済成長の中心に環境をしっかりと据えて新しい経済を生み出していけるのか、この基本法をしっかりとつくった後、今度は基本計画、そしてロードマップという流れになります。基本法の中では先ほどの３本柱、これまでNGOの皆さんや研究者の皆さんが提言していただいたのが柱としてまず入ること、その後、基本計画としてその三つの施策について、きょうプレゼンテーションいただいた細かい提言を盛り込んだ形で個別法がしっかりとできること、そしてロードマップを実現していくこと、この３段階の流れをこれから皆さんと一緒につくっていくことこそ重要だと思っておりますので、引き続きぜひよろしくお願いいたします。

　きょうはありがとうございました。（拍手）

15時４分閉会
税率とCO2排出量の関係
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